
議第２１号

高山市立学校の設置等に関する条例及び高山市放課後児童クラブの設置等に関する条例の一

部を改正する条例について

高山市立学校の設置等に関する条例及び高山市放課後児童クラブの設置等に関する条例の一部を

改正する条例を次のように制定するものとする。

令和６年３月１日提出

高山市長 田 中 明

提案理由

義務教育学校の設置等をするため改正しようとする。



高山市立学校の設置等に関する条例及び高山市放課後児童クラブの設置等に関する条例の一

部を改正する条例

（高山市立学校の設置等に関する条例の一部改正）

第１条 高山市立学校の設置等に関する条例（昭和３９年高山市条例第２６号）の一部を次のよう

に改正する。

改 正 前 改 正 後

（設置） （設置）

第１条 本市は、学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第３８条及び第４９条の規定に基

づき、小学校及び中学校（以下「学校」とい

う。）を設置する。

第１条 本市は、学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第３８条及び第４９条の規定に基

づき、小学校、中学校及び義務教育学校（以

下「学校」という。）を設置する。

２ 小学校の名称及び位置は、次のとおりとす

る。

２ 小学校の名称及び位置は、次のとおりとす

る。

名称 位置

高山市立東小学校の項～高山市立丹生川小

学校の項 （略）

高山市立清見小学校 高山市清見町三日町

１１２番地１

高山市立荘川小学校 高山市荘川町猿丸２

７番地

高山市立宮小学校の項～高山市立栃尾小学

校の項 （略）

名称 位置

高山市立東小学校の項～高山市立丹生川小

学校の項 （略）

高山市立清見小学校 高山市清見町三日町

１１２番地１

高山市立宮小学校の項～高山市立栃尾小学

校の項 （略）

３ 中学校の名称及び位置は、次のとおりとす

る。

３ 中学校の名称及び位置は、次のとおりとす

る。

名称 位置

高山市立日枝中学校の項～高山市立丹生川

中学校の項 （略）

高山市立清見中学校 高山市清見町三日町

４７７番地１

高山市立荘川中学校 高山市荘川町猿丸２

７番地

高山市立宮中学校の項～高山市立北稜中学

校の項 （略）

名称 位置

高山市立日枝中学校の項～高山市立丹生川

中学校の項 （略）

高山市立清見中学校 高山市清見町三日町

４７７番地１

高山市立宮中学校の項～高山市立北稜中学

校の項 （略）



４ 義務教育学校の名称及び位置は、次のとお

りとする。

名称 位置

高山市立荘川さくら

学園

高山市荘川町新渕１

３０番地

（高山市放課後児童クラブの設置等に関する条例の一部改正）

第２条 高山市放課後児童クラブの設置等に関する条例（昭和５３年高山市条例第４５号）の一部

を次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

（名称及び設置） （名称及び設置）

第２条 クラブの名称及び位置は、次のとおり

とする。

第２条 クラブの名称及び位置は、次のとおり

とする。

名称 位置

高山市東小学校区放課後児童クラブの項～

高山市清見小学校区放課後児童クラブの項

（略）

高山市荘川小学校区

放課後児童クラブ

高山市荘川町猿丸２

７番地

高山市宮小学校区放課後児童クラブの項～

高山市栃尾小学校区放課後児童クラブの項

（略）

２ （略）

名称 位置

高山市東小学校区放課後児童クラブの項～

高山市清見小学校区放課後児童クラブの項

（略）

高山市荘川さくら学

園区放課後児童クラ

ブ

高山市荘川町新渕１

３０番地

高山市宮小学校区放課後児童クラブの項～

高山市栃尾小学校区放課後児童クラブの項

（略）

２ （略）

（対象児童） （対象児童）

第３条 事業の対象となる児童は、市内の小学校

に就学している児童のうち、保護者の就労、疾

病その他の理由により、継続的に保護者の保護

を受けることができない児童（以下「対象児童」

という。）とする。

第３条 事業の対象となる児童は、市内の小学校

又は義務教育学校の前期課程に就学している

児童のうち、保護者の就労、疾病その他の理由

により、継続的に保護者の保護を受けることが

できない児童（以下「対象児童」という。）と

する。

附 則

（施行期日）



１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

（高山市各種委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

２ 高山市各種委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３６年高山市条例第５号）の一部を

次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

別表（第２条、第６条関係） 別表（第２条、第６条関係）

区分 報酬 費用弁償

教育委員会委員から固定資産

評価審査委員会委員までに係

る部分 （略）

高山市職員

の旅費に関

す る 条 例

（昭和３７

年高山市第

２１号。以

下「旅費条

例 」 と い

う。）に規

定する市長

等の旅費額

に相当する

額

公務災害補償等認

定委員会委員～特

定空家等審査会委

員 （略）

日額

9,100円

市立小学校及び中

学校通学区域審議

会委員

社会教育委員～水

源地域保全審議会

委員 （略）

行政不服審査審理員の項・ス

ポーツ推進委員の項 （略）

鳥獣被害対策実施隊員（狩猟免許所持者）

から臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、

嘱託員及びこれらの者に準ずる者までに

係る部分 （略）

区分 報酬 費用弁償

教育委員会委員から固定資産

評価審査委員会委員までに係

る部分 （略）

高山市職員

の旅費に関

す る 条 例

（昭和３７

年高山市第

２１号。以

下「旅費条

例 」 と い

う。）に規

定する市長

等の旅費額

に相当する

額

公務災害補償等認

定委員会委員～特

定空家等審査会委

員 （略）

日額

9,100円

市立学校通学区域

審議会委員

社会教育委員～水

源地域保全審議会

委員 （略）

行政不服審査審理員の項・ス

ポーツ推進委員の項 （略）

鳥獣被害対策実施隊員（狩猟免許所持者）

から臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、

嘱託員及びこれらの者に準ずる者までに

係る部分 （略）

（高山市児童館管理条例の一部改正）

３ 高山市児童館管理条例（昭和５７年高山市条例第２３号）の一部を次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

（利用者の範囲） （利用者の範囲）

第４条 児童館を利用できる者（以下「利用者」

という。）は、次のとおりとする。

第４条 児童館を利用できる者（以下「利用者」

という。）は、次のとおりとする。



⑴ 幼児、小学校児童及び中学校生徒 ⑴ 幼児並びに小学校、中学校及び義務教育

学校の児童及び生徒

⑵ （略） ⑵ （略）

（高山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

４ 高山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２７年高山市

条例第１７号）の一部を次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

（放課後児童健全育成事業の一般原則） （放課後児童健全育成事業の一般原則）

第５条 放課後児童健全育成事業における支援

は、小学校に就学している児童であって、そ

の保護者が労働等により昼間家庭にいないも

のにつき、家庭、地域等との連携の下、発達

段階に応じた主体的な遊びや生活が可能とな

るよう、当該児童の自主性、社会性及び創造

性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、

もって当該児童の健全な育成を図ることを目

的として行われなければならない。

第５条 放課後児童健全育成事業における支援

は、小学校（義務教育学校の前期課程を含む。

第２０条を除き、以下同じ。）に就学してい

る児童であって、その保護者が労働等により

昼間家庭にいないものにつき、家庭、地域等

との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊

びや生活が可能となるよう、当該児童の自主

性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活

習慣の確立等を図り、もって当該児童の健全

な育成を図ることを目的として行われなけれ

ばならない。

２～５ （略） ２～５ （略）

（関係機関との連携） （関係機関との連携）

第２０条 放課後児童健全育成事業者は、市、

児童福祉施設、利用者の通学する小学校等関

係機関と密接に連携して利用者の支援に当た

らなければならない。

第２０条 放課後児童健全育成事業者は、市、

児童福祉施設、利用者の通学する小学校、義

務教育学校等関係機関と密接に連携して利用

者の支援に当たらなければならない。

（高山市福祉センター管理条例の一部改正）

５ 高山市福祉センター管理条例（昭和５９年高山市条例第１９号）の一部を次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

（利用者の範囲） （利用者の範囲）

第７条 第３条に規定する施設並びにこれらに

附属する設備及び器具（以下「施設等」とい

う。）を利用できる者（以下「利用者」とい

第７条 第３条に規定する施設並びにこれらに

附属する設備及び器具（以下「施設等」とい

う。）を利用できる者（以下「利用者」とい



う。）は、市内に居住する者で、次の各号に

掲げるものとする。

う。）は、市内に居住する者で、次の各号に

掲げるものとする。

⑴ 昭和児童センター ⑴ 昭和児童センター

ア 幼児、小学校児童及び中学校生徒 ア 幼児並びに小学校、中学校及び義務教

育学校の児童及び生徒

イ （略） イ （略）

⑵～⑻ （略） ⑵～⑻ （略）

２ （略） ２ （略）

（高山市ふれあい会館管理条例の一部改正）

６ 高山市ふれあい会館管理条例（平成７年高山市条例第３号）の一部を次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

（利用者の範囲） （利用者の範囲）

第７条 第３条に規定する施設並びにこれらに

附属する設備及び器具（以下「施設等」とい

う。）を利用できる者（以下「利用者」とい

う。）は、市内に居住する者で次の各号に掲

げるものとする。ただし、市長が必要と認め

た者については、この限りでない。

第７条 第３条に規定する施設並びにこれらに

附属する設備及び器具（以下「施設等」とい

う。）を利用できる者（以下「利用者」とい

う。）は、市内に居住する者で次の各号に掲

げるものとする。ただし、市長が必要と認め

た者については、この限りでない。

⑴ 児童館 ⑴ 児童館

ア 幼児、小学校児童及び中学校生徒 ア 幼児並びに小学校、中学校及び義務教

育学校の児童及び生徒

イ （略） イ （略）

⑵ （略） ⑵ （略）

（高山市営住宅条例の一部改正）

７ 高山市営住宅条例（平成９年高山市条例第１１号）の一部を次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

（入居者の資格） （入居者の資格）

第６条 （略） 第６条 （略）

２・３ （略） ２・３ （略）

４ 第１項第２号アに規定する場合とは、次の

各号のいずれかに該当する場合をいう。

４ 第１項第２号アに規定する場合とは、次の

各号のいずれかに該当する場合をいう。

⑴～⑷ （略） ⑴～⑷ （略）

⑸ 同居者に中学校を卒業するまでの者が ⑸ 同居者に中学校又は義務教育学校を卒



ある場合 業するまでの者がある場合

（高山市特殊旅館建築等の規制に関する条例の一部改正）

８ 高山市特殊旅館建築等の規制に関する条例（昭和５９年高山市条例第７号）の一部を次のよう

に改正する。

改 正 前 改 正 後

（規制区域） （規制区域）

第３条 特殊旅館の建築等を規制する区域は、

次の各号の一に該当する区域とする。

第３条 特殊旅館の建築等を規制する区域は、

次の各号の一に該当する区域とする。

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ 小中学校が指定する通学路からおおむね

２００メートル以内の区域

⑵ 小学校、中学校及び義務教育学校が指定

する通学路からおおむね２００メートル以

内の区域

⑶～⑸ （略） ⑶～⑸ （略）

（高山市立小学校及び中学校通学区域審議会条例の一部改正）

９ 高山市立小学校及び中学校通学区域審議会条例（昭和４４年高山市条例第４３号）の一部を次

のように改正する。

改 正 前 改 正 後

高山市立小学校及び中学校通学区域審議

会条例

高山市立学校通学区域審議会条例

（設置） （設置）

第１条 教育委員会の諮問機関として、高山市

立小学校及び中学校通学区域審議会（以下「審

議会」という。）を置く。

第１条 教育委員会の諮問機関として、高山市

立学校通学区域審議会（以下「審議会」とい

う。）を置く。

（所掌事務） （所掌事務）

第２条 審議会は、教育委員会の諮問に応じ、

市立の小学校及び中学校の通学区域の設定又

は変更に関し必要な調査及び審議を行ない、

その意見を答申するものとする。

第２条 審議会は、教育委員会の諮問に応じ、

市立の小学校、中学校及び義務教育学校の通

学区域の設定又は変更に関し必要な調査及び

審議を行ない、その意見を答申するものとす

る。


